
生駒市規則第６号 

生駒市行政組織規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２０年３月３１日 

生駒市長 山下 真  

 

生駒市行政組織規則等の一部を改正する規則 

（生駒市行政組織規則の一部改正） 

第１条 生駒市行政組織規則（平成６年７月生駒市規則第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

  目次中「第４２条」を「第４１条の４」に改める。 

第２条を次のように改める。 

（内部組織） 

第２条 公室、部及び局（以下これらを「部」という｡)の内部組織は、次のと

おりとする。 

市長公室 

秘書課 秘書係  

広報課 広報係  

職員課 人事係 給与係 研修係 

市民活動推進課 市民活動推進係 自治振興係 

企画財政部 

総務課 総務係 文書法制係 情報統計係 

防災対策課 防災対策係 

    契約検査課 契約係 検査係 

企画政策課 企画係 行政経営係 

情報政策課 情報化推進係 情報システム係 



財政課 財政係 

市民部 

市民課 市民係 記録係 

市民税課 庶務係 市民税係 

資産税課 土地係 家屋係 

収税課 庶務係 徴収係 

人権施策課 計画係 同和対策係 

人権文化センター 

産業振興課 農林係 商工観光係 

高山竹林園  

福祉健康部 

健康課 管理係 健康係 

病院建設課 病院建設係 

国保年金課 国保係 年金係 福祉医療係 

介護保険課 認定係 保険係 

福祉事務所 

福祉総務課 庶務係 保護係 

福祉支援課 福祉係 支援係 

児童福祉課 保育係 児童福祉係 

子どもサポートセンター 

生活環境部 

環境事業課 管理係 事業係 

清掃リレーセンター 

清掃センター 

衛生処理場 



環境政策課 企画係 環境保全係 環境整備係 

生活安全課 庶務係 交通対策係 

消費生活センター 

建設部 

管理課 管理係 維持係 整理係 用地係 

事業計画課 計画係 

土木課 整備係 施設係 

施設整備課 管理係 施設整備係 

都市整備部 

都市計画課 計画係 まちづくり推進係 

開発指導課 開発指導係 

建築指導課 指導係 審査係 

みどり推進課 公園管理係 緑化推進係 

花のまちづくりセンター  

開発部 

地域整備課 北部開発係 再開発係 

水道局 

下水道管理課 業務係 施設係 

竜田川浄化センター 

下水道推進課 計画係 工務係 

第３条中「（病院建設準備室、衛生処理場及び竜田川浄化センターを含む。

以下同じ｡)」を削る。 

第５条広報係の項第１号中「啓もう」を「啓発」に改める。 

第７条市民活動推進係の項中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を

加える。 



(7) 市民憲章及び親切美化県民運動に関すること。 

  第８条から第９条の３までを次のように改める。 

第８条 総務課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

総務係 

(1) 市有財産の権利義務、登記その他管理に関すること。 

(2) 普通財産の取得、管理及び処分に関すること。 

(3) 市有財産の災害保険に関すること。 

(4) 財産台帳の整備及び保管に関すること。 

(5) 市の区域に関すること。 

(6) 庁舎管理に関すること。 

(7) 庁舎内の案内に関すること。 

(8) 安全運転管理の統括に関すること。 

(9) 市有自動車の運転及び配車に関すること。 

(10) 市有自動車の運行管理に関すること。 

(11) 市有自動車の整備管理に関すること。 

(12) 市有自動車の保険に関すること。 

(13) 市有自動車の購入に関すること。 

(14) 部及び課の庶務に関すること。 

文書法制係 

(1) 文書の収受、発送及び保存の統括に関すること。 

(2) 文書の作成指導及び浄書に関すること。 

(3) 文書管理の改善に関すること。 

(4) 公印の管理に関すること。 

(5) 議会の招集及び議案の調整に関すること。 

(6) 条例、規則、告示、訓令その他例規等の審査に関すること。 



(7) 法規の解釈及び意見に関すること。 

(8) 訴訟事務の統括に関すること。 

(9) 公告式に関すること。 

(10) 例規集の編集に関すること。 

(11) 法令審査委員会に関すること。 

情報統計係 

(1) 情報公開制度及び個人情報保護制度の運用に関すること。 

(2) 情報公開及び個人情報保護審査会に関すること。 

(3) 情報公開及び個人情報保護運営審議会に関すること。 

(4) その他情報公開制度及び個人情報保護制度に関すること。 

(5) 市政情報コーナーの管理に関すること。 

(6) 国勢調査その他各種指定統計及び調査に関すること。 

(7) 自主統計及び調査に関すること。 

(8) 統計書の編集及び発行に関すること。 

(9) 市行政全般の統計等の資料の作成及び保管に関すること。 

(10) 市の沿革に関すること。 

第９条 防災対策課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

防災対策係 

(1) 防災対策の総合的な企画及び調整に関すること。 

(2) 防災計画及び防災会議に関すること。 

(3) 防災行政用無線に関すること。 

(4) 国民保護計画及び国民保護協議会に関すること。 

(5) 自主防災会の結成に関すること。 

(6) 防災意識の普及及び啓発に関すること。 

第９条の２ 契約検査課が分掌する事務は、次のとおりとする。 



契約係 

(1) 指名願の受理に関すること。 

(2) 入札に関すること。 

(3) 契約事務に係る総合調整に関すること。 

(4) 物品の集中購入及び管理（使用中の物品に係る保管を除く｡)に関す

ること。 

(5) 課の庶務に関すること。 

検査係 

(1) 建設工事の検査に関すること。 

(2) 土木積算システムの運用管理に関すること。 

(3) その他建設工事検査に係る調査及び研究に関すること。 

第９条の３ 企画政策課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

企画係 

(1) 都市問題の調査及び研究に関すること。 

(2) 国土利用計画法（昭和４９年法律第９２号）による国土利用市計画

に関すること。 

(3) 重要な市行政の総合政策及び総合調整に関すること。 

(4) 行政各部門における実施計画の調整に関すること。 

(5) 行政組織に関すること。 

(6) 行政企画会議に関すること。 

(7) 総合計画審議会に関すること。 

(8) 国際化及び国際交流に係る調整に関すること。 

(9) 北和都市連合協議会に関すること。 

(10) 財団法人奈良先端科学技術大学院大学支援財団との連絡調整に関す

ること。 



(11) 他の部課の所管に属さないこと。 

(12) 課の庶務に関すること。 

行政経営係 

(1) 特命による重要施策の調整、調査、計画及び推進に関すること。 

(2) 行政改革の推進に関すること。 

(3) 事務改善委員会に関すること。 

第１０条を次のように改める。 

 第１０条 削除 

  第１０条の２を削る。 

第１４条庶務係の項第２号中「予算の統括及び決算の報告」を「の決算」に

改め、同項第３号及び第４号中「市税等」を「市税」に改め、同項第５号中「

市税等の口座振替納付及び郵便振替納付」を「市税の口座振替納付」に改め、

同条徴収係の項中「市税等」を「市税」に改める。 

  第１６条を次のように改める。 

第１６条 人権文化センターが分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 人権文化センター事業の企画及び運営に関すること。 

(2) 人権文化センター運営審議会に関すること。 

(3) 人権文化センターの管理及び運営に関すること。 

(4) 小平尾南自動車駐車場に関すること。 

  第１８条農林係の項第９号を削り、同項第１０号中「公園緑地課」を「みど

り推進課」に改め、同号を同項第９号とし、同項第１１号を同項第１０号と

し、同項第１２号を削り、同項に次の５号を加える。 

(11) 土地改良工事の企画、調査及び測量並びに施行及び監督に関するこ

と。 

(12) 農道舗装及び改良工事の企画、調査及び測量並びに施行及び監督に



関すること。 

(13) 農業用施設の災害復旧工事に関すること。 

(14) 農業用施設の維持管理に関すること。 

(15) 課の庶務に関すること。 

  第１８条工務係の項を削り、同条商工観光係の項第５号中「観光事業の推進

及び観光宣伝」を「観光の振興」に改め、同項第６号を次のように改める。 

   (6) 企業誘致に関すること。 

  第１８条商工観光係の項第７号を削り、同項第８号中「雇用対策」を「商工

業の雇用対策」に改め、同号を同項第７号とし、同項第９号中「及び発明考案

」を削り、同号を同項第８号とし、同項第１０号を同項第９号とする。 

  第１９条を次のように改める。 

第１９条 高山竹林園が分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 高山竹林園事業の企画及び運営に関すること。 

(2) 高山竹林園の管理及び運営に関すること。 

 第２０条管理係の項第５号中「精神障害者小規模作業所運営費及び」を削

り、同条健康係の項第５号中「老人保健法（昭和５７年法律第８０号）」を「

健康増進法（平成１４年法律第１０３号）」に改め、同項第６号を削り、同項

第７号を同項第６号とし、同項第８号を同項第７号とし、同項第９号を削り、

同項第１０号を同項第８号とし、同項第１１号を同項第９号とし、同項第１２

号を同項第１０号とする。  

第２０条の２を次のように改める。 

第２０条の２ 病院建設課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

病院建設係 

(1) 病院建設に関すること。 

第２１条福祉医療係の項に次の１号を加える。 



(3) 後期高齢者医療に関すること。 

第２２条庶務係の項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第１

１号までを１号ずつ繰り上げる。 

第２３条支援係の項に次の１号を加える。 

(12) 療育教室に関すること。 

第２４条児童福祉係の項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とする。 

第２５条管理係の項中第６号及び第７号を削り、第８号を第６号とし、第９

号を第７号とする。 

第２６条から第２８条までを次のように改める。 

第２６条 清掃リレーセンターが分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) ごみの処理に関すること（清掃センターに係るものを除く｡)。 

(2) ごみの処理手数料に関すること（環境事業課事業係に係るものを除

く｡)。 

(3) 清掃リレーセンターの管理及び運営に関すること。 

第２７条 清掃センターが分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1)  ごみ の処理 に 関する こと （清 掃 リレー セン ター に 係るも のを 除

く｡)。 

(2) 清掃センターの管理及び運営に関すること。 

第２８条 衛生処理場が分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) エコパーク２１の運営方針に関すること。 

(2) エコパーク２１その他処理施設の維持管理に関すること。 

(3) エコパーク２１の使用許可に関すること。 

(4) し尿の終末処理に関すること。 

(5) 公害等に係る水質及び悪臭の検査に関すること。 

第２９条中「環境管理課」を「環境政策課」に改め、同条計画係の項中第１



号及び第２号を次のように改める。 

(1) 地球環境及び自然環境の保全に係る企画及び調整に関すること。 

(2) 環境計画の策定及び推進に関すること。 

第２９条計画係の項中第４号を第８号とし、第３号の次に次の４号を加え、

同項を同条企画係の項とする。 

(4) 環境保全思想の普及及び啓発に関すること。 

(5) 環境学習の推進及び環境活動の支援に関すること。 

(6) 環境に関する調査、統計及び資料収集に関すること。 

(7) 環境保全事業に係る関係団体等との連絡調整に関すること。 

  第２９条環境保全係の項第１号を削り、同条第２号を同条第１号とし、同条

第３号から第６号までを１号ずつ繰り上げ、同条環境整備係の項第１号中「火

葬場及び墓地」を「墓地等の経営の許可等及び火葬場」に改め、同項第２号中

「承認及び」を削る。 

第２９条の２庶務係の項中第４号を削り、第５号を第４号とし、第６号を第

５号とし、第７号を第６号とし、第８号から第１１号までを削り、第１２号を

第７号とし、同条交通対策係の項第４号を削り、同項第５号を同項第４号と

し、同項第６号中「自転車駐車場」を「市営自転車駐車場」に改め、同号を同

項第５号とし、同項第７号を同項第６号とし、同項第８号を同項第７号とす

る。 

第３０条から第３３条までを次のように改める。 

 第３０条 消費生活センターが分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 消費者行政の企画及び調査に関すること。 

(2) 消費生活のための相談及び啓発に関すること。 

(3) 消費生活審議会に関すること。 

(4) 消費生活センターの管理及び運営に関すること。 



第３１条 管理課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

管理係 

(1) 道路、橋りょう、公共用水路等の財産の管理に関すること。 

(2) 市道の認定、廃止等に関すること。 

(3) 公共用水路の用途廃止に関すること。 

(4) 道路台帳の管理及び整備に関すること。 

(5) 道路敷地及び公共用水路敷地の交換に関すること。 

(6) 廃道敷地及び廃水路敷地の売払いに関すること。 

(7) 道路、河川等の資料統計に関すること。 

(8) 公共基準点（街区基準点）の管理及び使用許可等に関すること（他

課の所管に係るものを除く｡)。 

維持係 

(1) 道路及び橋りょう、公共用水路、街路樹等の道路及び水路施設の維

持管理、維持修繕工事等に関すること（他課の所管に係るものを除

く｡)。 

(2) 道路、公共用水路等の占用等許認可事務に関すること。 

(3) 道路、公共用水路等の占用等の工事協議及び指導に関すること。 

(4) 道路等公共施設に係る損害賠償保険に関すること（他課の所管に係

るものを除く｡)。 

(5) 原因者負担掘削跡の復旧に関すること。 

(6) 所管に係る機材及び器具の管理に関すること。 

整理係 

(1) 道路敷地取得等に係る未処理物件の整理の指導及び処理に関するこ

と。 

(2) 道路、公共用水路用地の寄附に関すること。 



(3) 地籍調査に関すること。 

(4) 課の庶務に関すること。 

用地係 

(1) 所管に係る道路及び公共用水路整備事業に伴う土地建物等の物件の

権利調査に関すること。 

(2) 所管に係る道路及び公共用水路整備事業に伴う用地の取得、補償調

査、用地補償等に関すること（他課の所管に係るものを除く｡)。 

(3) 特命による用地の取得、補償等に関すること。 

第３２条 事業計画課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

計画係 

(1) 道路、河川等の整備計画の策定に関すること。 

(2) 道路、河川等の新設又は改良事業の企画、調整及び基本計画等の策

定に関すること。 

(3) 都市計画街路の計画決定等に関すること。 

(4) 都市計画街路事業の事業認可手続に関すること。 

(5) 都市計画街路の計画線の明示に関すること。 

(6) 大和川総合治水計画に関すること。 

(7) 開発等地域整備計画の協議、部内の調整等に関すること。 

(8) 水防計画及び地域防災計画における建設部の所管に関すること。 

(9) 特命による測量及び設計に関すること。 

(10) 生駒市土地開発公社に関すること。 

(11) 公共事業用資産の買取り等の申出証明に関すること。 

(12) 各種建設促進協議会に関すること。 

(13) 部及び課の庶務に関すること。 

第３３条 土木課が分掌する事務は、次のとおりとする。 



整備係 

(1) 道路及び橋りょうの新設工事又は改良工事の実施に伴う調査、測量

及び設計並びに施行、監督及び指導に関すること。 

(2) 防災の技術処置及び指導に関すること。 

(3) 河川及び公共用水路並びに治水施設の新設改良工事の実施に伴う調

査、測量、設計、施工及び監督に関すること。 

(4) 開発行為申請に基づく公共土木施設整備の指導及び監督に関するこ

と。 

(5) 特命による測量、設計、施工及び監督に関すること。 

(6) 所管に係る測量機械器具及び資材の管理に関すること。  

施設係 

(1) 道路、河川施設等の維持補修工事の実施に関すること（他課の所管

に係るものを除く｡)。 

(2) 公共土木災害復旧工事及び所管に係る都市災害復旧工事の実施、調

査、設計、施工及び監督に関すること。 

(3) 交通安全施設の新設、改良及び維持管理に関すること。 

(4) 水防倉庫の管理に関すること。 

(5) 課の庶務に関すること。 

第３４条管理係の項第１号及び第２号中「市営住宅」を「公営住宅」に改

め、同項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とし、同条施設係の項を同条

施設整備係の項とする。 

  第３６条及び第３７条を次のように改める。 

第３６条 都市計画課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

計画係 

(1) 都市計画の総合的な企画及び調整に関すること。 



(2) 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）による区域区分、地域地

区等土地利用に係る都市計画の決定に関すること。 

(3) 生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）に関すること。 

(4) 土地利用に係る都市計画の証明に関すること。 

(5) 都市計画図の作成及び販売に関すること。 

(6) 都市計画審議会に関すること。 

(7) 部及び課の庶務に関すること。 

まちづくり推進係 

(1) 地区計画策定のための調査及び原案策定並びに運用に関すること。 

(2) 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による土地区画整理

事業に関すること。 

(3) 景観法（平成１６年法律第１１０号）による景観施策に関するこ

と。 

(4) 屋外広告物に関すること（他課の所管に係るものを除く｡)。 

第３７条 開発指導課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

開発指導係 

(1) 生駒市宅地等開発行為に関する指導要綱（昭和６２年１１月生駒市

告示第１４４号）等による指導に関すること。 

(2) 宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号）による指導及び副

申に関すること。 

(3) 近郊緑地保全地区等地域制緑地内における行為の届出等に関するこ

と（他課の所管に係るものを除く｡)。 

(4) 奈良県風致地区条例（昭和４５年奈良県条例第４３号）による指導

及び副申に関すること。 

(5) 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）による優良宅地の認定



に関すること。 

(6) 国土利用計画法による副申及び具申に関すること。 

(7) 都市計画法による開発行為等に関する指導及び副申に関すること。 

(8) 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）によ

る指導及び副申に関すること。 

(9) 大規模小売店舗立地法に係る事前の調整に関すること。 

(10) 開発事業審議会に関すること。 

第３８条指導係の項中第１２号を第１３号とし、第１１号の次に次の１号を

加える。 

(12) 住宅政策に係る計画に関すること。 

第３８条審査係の項中第５号を削り、第６号を第５号とする。 

  第３９条から第４１条の３までを次のように改める。 

第３９条 みどり推進課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

公園管理係 

(1) 都市公園等の維持管理に関すること。 

(2) 街路樹の維持管理に関すること。 

(3) 都市公園等の整備に関すること。 

(4) 都市公園等の台帳の整備及び保管に関すること。 

(5) 都市公園等の使用又は占用の許可に関すること。 

緑化推進係 

(1) 緑の基本計画の推進に関すること。 

(2) 緑の保全と緑化の推進に関すること（他課の所管に係るものを除

く｡)。 

(3) みどりの基金に関すること。 

(4) 都市公園等の計画に関すること。 



(5) 課の庶務に関すること。 

第３９条の２ 花のまちづくりセンターが分掌する事務は、次のとおりとす

る。 

(1) 花と緑と自然の市民まちづくりの推進に関すること（他課の所管に

係るものを除く｡)。 

(2) 花のまちづくりセンター事業の企画及び運営に関すること。 

(3) 花のまちづくりセンターの管理及び運営に関すること。 

(4) 緑化技術の向上及び普及啓発に関すること。 

第４０条 地域整備課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

北部開発係 

(1) 関西文化学術研究都市高山地区（第２工区）に関すること。 

(2) 奈良生駒高速鉄道株式会社との連絡調整に関すること。 

(3) 部及び課の庶務に関すること。 

再開発係 

(1) 市街地再開発事業の調査及び研究に関すること。 

(2) 民間施行による市街地再開発事業の指導及び援助に関すること。 

(3) 再開発住宅の管理に関すること。 

第４１条 下水道管理課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

業務係 

(1) 公共下水道受益者負担金に係る調査及び賦課徴収並びに滞納処分に

関すること。 

(2) 下水道使用料その他の収入金に関すること。 

(3) 水洗便所改造資金融資あっせんに関すること。 

(4) 合併処理浄化槽設置整備事業の申請等に関すること。 

(5) 合併処理浄化槽の普及促進に関すること。 



(6) 課の庶務に関すること。 

施設係 

(1) 公共下水道及び都市下水路の維持管理に関すること。 

(2) 維持管理用資材及び機器類の検収及び管理に関すること。 

(3) 下水道台帳の管理及び整備に関すること。 

(4) 公共下水道管理者及び都市下水路管理者以外の者が行う下水道設備

（都市計画法による開発行為を含む｡)の審査及び指導に関すること。 

(5) 排水設備工事の確認申請及びしゅん工検査に関すること。 

(6) 排水設備の普及指導に関すること。 

(7) 排水設備指定工事店及び排水設備工事責任技術者に関すること。 

(8) 除害施設の指導に関すること。 

(9) 地下埋設物事前協議に関すること。 

第４１条の２ 竜田川浄化センターが分掌する事務は、次のとおりとする。 

(1) 竜田川浄化センター、山田川浄化センター及び中継ポンプ場の維持

管理及び運営に関すること。 

(2) 竜田川浄化センター、山田川浄化センター及び中継ポンプ場の水

質、臭気及び汚泥の検査に関すること。 

第４１条の３ 下水道推進課が分掌する事務は、次のとおりとする。 

計画係 

(1) 汚水処理施設の基本構想及び基本調査並びに基本計画に関するこ

と。 

(2) 公共下水道及び都市下水路の基本調査及び基本計画並びに計画決定

及び事業認可に関すること。 

(3) 公共下水道の普及促進に関すること。 

(4) 公共下水道供用開始の公示に関すること。 



(5) 下水道関係団体との連絡に関すること。 

(6) 流域下水道との調整に関すること。 

(7) 下水道補助事業の申請に関すること。 

(8) 課の庶務に関すること。 

工務係 

(1) 公共下水道及び都市下水路の工事の設計、施工及び監督に関するこ

と。 

(2) 公共下水道及び都市下水路の工事に伴う用地の境界明示その他出願

に関すること。 

(3) 公共下水道及び都市下水路の工事資材及び機器類の検収及び管理に

関すること。 

(4) 公共下水道及び都市下水路の災害復旧に関すること。 

(5) 処理場の設計、施工及び監督に関すること。 

(6) 私道内公共下水道枝管工事に関すること。 

  第３章中第４２条の前に次の１条を加える。 

（理事) 

第４１条の４ 必要に応じ、理事を置くことができる。 

２ 理事は、市長の命を受けて特命事項を処理するとともに、部間の調整を行

うものとする。 

 第４３条及び第４４条を次のように改める。 

（参事） 

第４３条 部に参事を置くことができる。 

２ 参事は、上司の命を受け、特に指定された事務を掌理し、所属職員を指揮

監督する。 

（次長） 



第４４条 部に次長を置くことができる。 

２ 次長は、上司の命を受け、その属する部の事務又はその属する部の特定の

事務を掌理するとともに部長を補佐し、所属職員を指揮監督する。 

 第４５条中「(病院建設準備室にあっては室長、竜田川浄化センターにあっ

ては所長。以下同じ｡)」を削る。 

  第４６条の２を削る。 

第４７条第１項中「（子どもサポートセンター及び竜田川浄化センターにあ

っては、副所長。以下同じ｡)」を削り、「及び花のまちづくりセンター」を

「、消費生活センター、花のまちづくりセンター及び竜田川浄化センター」に

改める。 

第４８条第１項中「係長」の次に「（人権文化センター、高山竹林園、子ど

もサポートセンター、清掃リレーセンター、清掃センター、衛生処理場、消費

生活センター、花のまちづくりセンター及び竜田川浄化センターにあっては、

係長を置くことができる｡)」を加える。 

  第５２条第１項中「、課内室長」を削り、「所長」の次に「、場長」を加え

る。 

（生駒市情報セキュリティに関する規則の一部改正） 

第２条 生駒市情報セキュリティに関する規則（平成１６年２月生駒市規則第１

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第６号中「、出納室」を削る。 

 （生駒市出納室設置規則の一部改正） 

第３条 生駒市出納室設置規則（昭和４６年１１月生駒市規則第１９号）の一部

を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

    生駒市会計課設置規則 



  第１条の見出し中「室」を「課」に改め、同条中「出納室（以下「室」とい

う｡)」を「会計課（以下「課」という｡)」に改める。 

  第２条中「室」を「課」に改め、同条審査係の項第５号を削り、同条第６号

を同条第５号とする。 

  第３条の見出しを「（課長）」に改め、同条第１項中「室に室長」を「課に

課長」に改め、同条第２項中「室長」を「課長」に、「室」を「課」に改め、

同条第３項中「室長」を「課長」に改める。 

  第４条の見出しを「（課長補佐）」に改め、同条第１項中「室に室長補佐」

を「課に課長補佐」に改め、同条第２項中「室長補佐は、室長」を「課長補佐

は、課長」に改め、同条第３項中「室長補佐」を「課長補佐」に、「及び室長

」を「及び課長」に改める。 

  第７条中「室長」を「課長」に改める。 

  第８条中「室」を「課」に改める。 

 （生駒市庁舎管理規則の一部改正） 

第４条 生駒市庁舎管理規則（昭和５６年１０月生駒市規則第１１号）の一部を

次のように改正する。 

  別表第１中「環境管理課長」を「環境政策課長」に改める。 

 （生駒市長の職務を代理する職員を定める規則の一部改正） 

第５条 生駒市長の職務を代理する職員を定める規則（昭和３９年４月生駒市規

則第１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条を次のように改める。 

  （上席の職員） 

 第２条 前条の上席の職員は、次に掲げる順序により決定された職員とする。 

  (1) 第１順位 理事 

  (2) 第２順位 市長公室長 



  (3) 第３順位 企画財政部長 

  (4) 第４順位 生駒市行政組織条例（平成２年３月生駒市条例第１号）第

１条に規定する部の長（市長公室長及び企画財政部長を除く｡)であって、

次条の規定により上席であるものとする。 

第３条（見出しを含む｡)中「上席の順序」を「第４順位に係る上席の順序」

に改め、同条第１項第１号中「市長公室長を第１順位とし、企画財政部長を第

２順位としてその他は」を削る。 

（生駒市公印規則の一部改正） 

第６条 生駒市公印規則（平成９年３月生駒市規則第９号）の一部を次のように

改正する。 

  別表の一般公印の表の１の項から３の項までの規定中「文書課長」を「総務

課長」に改め、同表の４の項中「出納室長」を「会計課長」に改め、同表の７

の項中「文書課長」を「総務課長」に改め、同表の１１の項中「環境管理課長

」を「環境政策課長」に改め、同表の１２の項中「管理課長」を「事業計画課

長」に改め、同表の１４の項中「北部開発課長」を「地域整備課長」に改め、

同表の１５の項中「下水道課長」を「下水道管理課長」に改める。 

別表の専用公印の表の３の項中「文書課長」を「総務課長」に改める。 

 （生駒市法令遵守推進条例施行規則の一部改正） 

第７条 生駒市法令遵守推進条例施行規則（平成１９年１０月生駒市規則第２３

号）の一部を次のように改正する。 

  第１３条中第８項を削り、第９項を第８項とする。 

  第１５条第３項中「公室長」を「理事、公室長」に改め、同条第８項を削

り、同条第９項を同条第８項とする。 

（生駒市職員の職の設置に関する規則の一部改正） 

第８条 生駒市職員の職の設置に関する規則（昭和５６年７月生駒市規則第７号



）の一部を次のように改正する。 

  第３条の表中「公室長」を「理事、公室長」に、「次長、参事、副参事」を

「参事、次長」に改め、「、室長」を削る。 

（給料等の支給に関する規則の一部改正） 

第９条 給料等の支給に関する規則（昭和３２年７月生駒市規則第３号）の一部

を次のように改正する。 

  第５条の５第１項の表の１の項中「公室長」を「理事、公室長」に改め、同

表の３の項中「病院建設準備室長」を「人権文化センターの所長」に改め、「

生活安全課の主幹」の次に「、消費生活センターの所長」を加え、「、竜田川

浄化センターの所長、出納室長」を削り、同表の４の項中「、子どもサポート

センターの所長」を削り、同表の５の項中「副参事及び」及び「、総務課及び

文書課の室長、人権文化センターの所長」を削り、「子どもサポートセンター

の副所長」を「子どもサポートセンターの所長」に、「竜田川浄化センターの

副所長」を「竜田川浄化センターの所長」に改め、「学校給食センターの副所

長」の次に「、男女共同参画プラザの所長、中央公民館の館長補佐」を加え

る。 

 （初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正） 

第１０条 初任給、昇格、昇給等に関する規則（昭和４１年１１月生駒市規則第

６号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１の８級の項中「部長、次長、参事及び副参事」を「理事、部長、参

事及び次長」に改める。 

（生駒市予算規則の一部改正） 

第１１条 生駒市予算規則（昭和４０年１月生駒市規則第１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条第１号中「、病院建設準備室長及び竜田川浄化センター所長、出納室



長」を削る。 

（生駒市会計規則の一部改正） 

第１２条 生駒市会計規則（昭和４８年３月生駒市規則第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第２条第１号中「病院建設準備室長、主幹、課内室長」を「主幹」に改め、

「清掃センター所長」の次に「、消費生活センター所長」を加え、「、出納室

長」を削り、「学校給食センター所長」の次に「、男女共同参画プラザ所長」

を加え、「（昭和３９年４月生駒市条例第１３号）に定める学校の校長及び園

長」を「（平成２０年３月生駒市条例第６号）に定める学校の園長及び校長」

に改める。 

 別表第１中 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 総務課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 総務課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 防災対策課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 
契約検査課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 財政課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 文書課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

文書課情報公開室

長 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 

 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 財政課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

 

「病院建設準備室長」を「病院建設課長」に、「環境管理課長」を「環境政策

課長」に、 

「 

を 

」 

」 

に、 

「 

」 

を 

「 

「 

に、 

」 



 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 生活安全課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 生活安全課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所属職員 消費生活センター

所長 所管に係る物品の出納保管 － 

 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 管理課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 土木課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 街路事業課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 管理課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 事業計画課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 土木課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

 

 「公園緑地課長」を「みどり推進課長」に、 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 北部開発課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 再開発課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る負担金、使用料その他

徴収金の収納（生駒市下水道使用

料に係る事務の委任に関する規則

（平成１８年９月生駒市規則第３

２号）第１項の規定により委任し

たものを除く｡) 

所管係員 下水道課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 竜田川浄化センタ

ー所長 所管に係る物品の出納保管 － 

 

「 

に、 

「 

を 

「 

を 

」 

」 

」 

」 

を 

「 

「 

」 

に、 



 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 地域整備課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る負担金、使用料その他

徴収金の収納（生駒市下水道使用

料に係る事務の委任に関する規則

（平成１８年９月生駒市規則第３

２号）第１項の規定により委任し

たものを除く｡) 

所管係員 下水道管理課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 竜田川浄化センタ

ー所長 所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 下水道推進課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

 

 「出納室長     「会計課長 

  出納室室長補佐」  会計課課長補佐」 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 消防本部予防課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 消防本部市民安全

指導課長 所管に係る物品の出納保管 － 

 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 消防本部予防課長 

所管に係る物品の出納保管 － 

 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 教育委員会生涯学

習振興課長 所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 教育委員会女性青

少年課長 所管に係る物品の出納保管 － 

 

 

 

所管に係る徴収金の収納 所管係長 教育委員会生涯学

習課長 所管に係る物品の出納保管 － 

所管に係る徴収金の収納 所属職員 教育委員会男女共

同参画プラザ所長 所管に係る物品の出納保管 － 

 

「体育振興課長」を「スポーツ振興課長」に改める。 

 （生駒市環境審議会規則の一部改正） 

第１３条 生駒市環境審議会規則（平成１１年３月生駒市規則第１７号）の一部

を次のように改正する。 

「 

」 

に、 

」 

に、 

を         に、 

を 

「 

」 

「 

」 

を 

「 

」 

に、 

「 



  第７条を削り、第８条を第７条とする。 

 （生駒市都市公園条例施行規則の一部改正） 

第１４条 生駒市都市公園条例施行規則（昭和４５年３月生駒市規則第６号）の

一部を次のように改正する。 

  第１６条の２第３項中「公園緑地課」を「みどり推進課」に改める。 

 （生駒市屋外広告物規則の一部改正） 

第１５条 生駒市屋外広告物規則（平成１４年３月生駒市規則第５号）の一部を

次のように改正する。 

  第１２条中「環境管理課」を「環境政策課」に改める。 

 （生駒市消防賞じゅつ金等審査委員会に関する規則の一部改正） 

第１６条 生駒市消防賞じゅつ金等審査委員会に関する規則（昭和４２年１２月

生駒市規則第１９号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第７項を削る。 

附則を附則第１項とし、附則に次の１項を加える。 

２ 第２条第１項の規定にかかわらず、副市長が選任されるまでの間、生駒市

行政組織規則（平成６年７月生駒市規則第２２号）第４１条の４に規定する

理事が審査委員会の委員長の職務を行うものとする。 

附 則 

 この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 


